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計画期間中のサービスの見込み 

（１）障害福祉サービス 

● 訪問系サービス 
サービス名 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度

居宅介護 
延べ利用量（時間） 10,892 11,982 13,180

実利用者数  （人） 774 852 937

重度訪問介護 
延べ利用量（時間） 15,211 15,535 15,859

実利用者数  （人） 47 48 49

同行援護 
延べ利用量（時間） 5,962 5,962 5,962

実利用者数  （人） 217 217 217

行動援護 
延べ利用量（時間） 609 609 609

実利用者数  （人） 26 26 26

重度障害者等包括支援 
延べ利用量（時間） 608 608 608

実利用者数  （人） 1 1 1

● 日中活動系サービス 
サービス名 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度

生活介護 
延べ利用量（人日） 11,242 11,354 11,467

実利用者数  （人） 579 585 591

自立訓練（機能訓練） 
延べ利用量（人日） 307 307 307

実利用者数  （人） 21 21 21

自立訓練（生活訓練） 
延べ利用量（人日） 655 744 845

実利用者数  （人） 50 57 65

就労移行支援 
延べ利用量（人日） 1,878 2,066 2,273

実利用者数  （人） 123 136 149

就労継続支援（Ａ型） 
延べ利用量（人日） 1,199 1,199 1,199

実利用者数  （人） 70 70 70

就労継続支援（Ｂ型） 
延べ利用量（人日） 9,803 10,293 10,807

実利用者数  （人） 602 632 664

就労定着支援 実利用者数  （人） 32 40 48

療養介護 実利用者数  （人） 41 41 41

福祉型短期入所 

（ショートステイ） 

延べ利用量（人日） 1,146 1,204 1,264

実利用者数  （人） 194 204 214

医療型短期入所 
（ショートステイ） 

延べ利用量（人日） 86 86 86

実利用者数  （人） 16 16 16
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● 居住系サービス 
サービス名 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度

自立生活援助 実利用者数  （人） 21 37 62

共同生活援助 

（グループホーム） 
実利用者数  （人） 234 239 243

施設入所支援 実利用者数  （人） 269 268 265

● 相談支援 
サービス名 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度

計画相談支援 実利用者数  （人） 331 430 559

地域移行支援 実利用者数  （人） 6 8 11

地域定着支援 実利用者数  （人） 3 4 6

※いずれも月間の見込量。 

 

（２）地域生活支援事業 

● 必須事業 
サービス名 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度

理解促進研修・啓発事業 実施の有無 実施 実施 実施

自発的活動支援事業 実施の有無 実施 実施 実施

相
談
支
援
事
業

障害者相談支援事業 実施箇所数（箇所） 5 5 5

基幹相談支援センター 設置の有無 検討 検討 設置

市町村相談支援機能強
化事業 実施の有無 検討 検討 検討

住宅入居等支援事業 実施の有無 検討 検討 検討

成年後見制度利用支援事業 実利用者数（人） 5 5 5

成年後見制度法人後見支援事業 実施の有無 検討 検討 検討

意
思
疎
通
支
援
事
業 

手話通訳者・要約筆記者 
派遣事業   

北区手話通訳派遣事業 
利用登録数（人） 287 294 301

利用件数（件） 2,322 2,378 2,435

手話通訳者・要約筆記
派遣事業 

利用件数（件） 255 262 270

手話通訳者設置事業 設置数（人） 40 40 40
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サービス名 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度

日
常
生
活
用
具
等
給
付
事
業 

介護・訓練支援用具 利用件数（件） 32 32 32

自立生活支援用具 利用件数（件） 75 75 75

在宅療養等支援用具 利用件数（件） 49 49 49

情報・意思疎通支援用具 利用件数（件） 88 88 88

排せつ管理支援用具 利用件数（件） 6,678 6,678 6,678

居宅生活動作補助用具
（住宅改修費） 利用件数（件） 14 14 14

手話奉仕員養成研修事業 
養成講習実修了 

見込み者数（人） 
164 164 164

移動支援事業 

実利用者数（人） 595 655 720

延べ利用量（時間） 5,573 6,130 6,743

登録事業者数 203 219 237

地域活動支援センター 
実施箇所数（箇所） 1 1 1

登録者数（人） 369 380 392

地域生活支援広域調整会議

等事業 
協議会開催数（回） 1 1 1

※移動支援事業は月間の見込量。それ以外はいずれも年間の見込量。 

 

● 任意事業 
サービス名 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度

身体障害者訪問入浴サー

ビス事業 
実利用者数（人） 30 30 30

日中一時支援事業 
実施箇所数（箇所） 4 4 4

延べ利用量（人） 35 35 35

身体障害者用自動車改造

補助事業 
実利用者数（人） 7 7 7

障害者運転免許取得経費

補助事業 
実利用者数（人） 3 3 3

※身体障害者訪問入浴サービス事業、日中一時支援事業は月間の見込量。身体障害者用自動車改造補助事業、障害者運転

免許取得経費補助事業は年間の見込量。 
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（３）障害のある子どもに対するサービス 

● 障害児相談支援 
サービス名 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度

障害児相談支援 実利用者数  （人） 39 45 52

● 障害児通所支援 
サービス名 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度

児童発達支援 
延べ利用量（人日） 1,143 1,200 1,260

実利用者数  （人） 165 174 182

医療型児童発達支援 
延べ利用量（人日） 126 126 126

実利用者数  （人） 14 14 14

放課後等デイサービ

ス 

延べ利用量（人日） 4,367 5,022 5,775

実利用者数  （人） 346 398 458

保育所等訪問支援 
延べ利用量（人日） 120 120 120

実利用者数  （人） 5 5 5

居宅訪問型児童発達支援 
延べ利用量（人日） 288 288 288

実利用者数  （人） 12 12 12

医療的ケア児に対する関

連分野の支援を調整する

コーディネーター 

配置数    （人） 0 0 1

※いずれも月間の見込量。 
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